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令和元年度答申第４９号 

令和元年１１月２９日 

 

諮問番号 令和元年度諮問第４９号（令和元年１１月５日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 社会保険労務士に対する懲戒処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、社会保険労務士である審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）

が自己のブログに他人の名誉を毀損する文章を掲載したという名誉毀損事件

（以下「本件名誉毀損事件」という。）について罰金５０万円に処するとの有

罪判決（以下「本件判決」という。）を受け、本件判決が確定したとして、厚

生労働大臣（以下「処分庁」という。）が、社会保険労務士法（昭和４３年法

律第８９号。以下「社労士法」という。）２５条の３の規定に基づき、審査請

求人に対し、３か月の社会保険労務士の業務停止の処分（以下「本件懲戒処分」

という。）をしたことから、審査請求人がこれを不服として審査請求をした事

案である。 

１ 関係する法令の定め 

⑴ 社労士法２５条は、社会保険労務士に対する懲戒処分として、戒告、１

年以内の業務の停止及び失格処分（社会保険労務士の資格を失わせる処分

をいう。以下同じ。）の３種類を規定している。 
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⑵ 社労士法２５条の３は、厚生労働大臣は、社会保険労務士が「この法律

及びこれに基づく命令若しくは労働社会保険諸法令の規定に違反したとき、

又は社会保険労務士たるにふさわしくない重大な非行があつたときは、第

２５条に規定する懲戒処分をすることができる。」と規定している。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

⑴ 審査請求人は、平成３０年３月２２日、本件名誉毀損事件について罰金

５０万円に処するとの本件判決を受け、本件判決は、同年４月６日に確定

した。 

（平成３０年３月２２日Ａ地方裁判所判決） 

⑵ 処分庁は、審査請求人に社労士法２５条の３の規定に基づく懲戒処分の

原因となる事実があったとして、平成３０年１１月２日、審査請求人に対

し、社労士法２５条の４の規定に基づく聴聞を行った。 

（聴聞通知書、聴聞調書） 

⑶ 処分庁は、平成３１年２月４日付けの通知書（以下「本件通知書」とい

う。）により、審査請求人に対し、社労士法２５条の３の規定に基づき、

本件通知書を受け取った日の翌日から３か月の社会保険労務士の業務停止

の処分（本件懲戒処分）をし、本件通知書は、同月８日、審査請求人に到

達した。 

  なお、本件通知書には、「あなたは、自己のブログにＰが裁判所を騙し

たなどと記載した文章を掲載し、Ｐの名誉を毀損したとする名誉毀損事件

について、平成３０年３月２２日にＡ地方裁判所において、罰金５０万円

の判決を受け、同判決が同年４月６日に確定したものである。以上の行為

は、社会保険労務士法の懲戒処分事由のうち、同法第２５条の３の「この

法律の規定に違反したとき」及び「社会保険労務士たるにふさわしくない

重大な非行」に該当するものである。」との理由が付されていた。 

（社会保険労務士懲戒処分通知書、郵便物等配達証明書） 

⑷ 審査請求人は、平成３１年２月１２日、審査庁に対し、本件懲戒処分を

不服として本件審査請求をした。 

なお、審査請求人がＢ地方裁判所に対し本件懲戒処分の取消しの訴えを

提起するとともに、本件懲戒処分の執行停止の申立てをしたところ、Ｂ地

方裁判所は、平成３１年３月２０日、上記執行停止の申立てを却下する決

定をした。そこで、審査請求人がＣ高等裁判所に対し即時抗告をしたとこ
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ろ、Ｃ高等裁判所は、同年４月２５日、上記執行停止の申立てを認容する

決定をした。 

（審査請求書、平成３１年３月２０日Ｂ地方裁判所決定、同年４月２５日Ｃ

高等裁判所決定） 

⑸ 審査庁は、令和元年１１月５日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却

すべきであるとして諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

本件懲戒処分は、社労士法２５条の３の解釈適用を誤ったものであり、ま

た、その量定には裁量権を逸脱した違法があるから、本件懲戒処分の取消し

を求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 審査請求人については、本件判決が確定したことにより、社労士法２５条

の３の懲戒事由が認められる。 

社労士法１６条は、「社会保険労務士は、社会保険労務士の信用又は品位

を害するような行為をしてはならない。」と規定し、社会保険労務士に社会保

険労務士全体に対する社会的信頼を損なうような行為をしてはならないことを

義務付けているから、社会保険労務士が刑法上の犯罪行為に当たる行為をした

ときは、当然に同条に違反したことになり、社労士法２５条の３の懲戒事由に

該当する。 

審査請求人は、本件名誉毀損事件は私人間の紛争であり、社会保険労務士

としての業務に関するものではないと主張するが、社労士法２５条の３に規定

する「社会保険労務士たるにふさわしくない重大な非行」とは、社会保険労務

士の業務に限ることなく、広く社会一般の道徳観念からみて、著しく非難を受

けるような行為をいうところ、社会保険労務士が刑事罰を受けるような刑法上

の犯罪行為をすることが「社会保険労務士たるにふさわしくない重大な非行」

に当たることは当然である。 

 ２ 本件懲戒処分について、処分庁に裁量権の逸脱、濫用はない。 

  社会保険労務士に社労士法２５条の３の懲戒事由がある場合において、社

労士法２５条に規定する３種類の懲戒処分のうちのどの処分をするのか（１

年以内の業務停止処分にするときは、どの程度の期間にするかを含む。）は、

処分権者たる厚生労働大臣の裁量に委ねられていると解される。 

  なお、社会保険労務士に対する懲戒処分の考え方等については、厚生労働



 

4 

 

省の内部基準として、「社会保険労務士の懲戒処分に係る量定の基準」（以

下「本件量定基準」という。）が定められているところ、本件量定基準は、

懲戒処分の量定の公平性を担保するため、社労士法２５条の２及び２５条の

３に規定する懲戒事由とそれに対応した懲戒の種類の範囲内で、どのような

場合にどこまで量定を減ずることが相当かについて定めたものであり、具体

的には、社会保険労務士制度に対する信用失墜の程度や、円滑な労働・社会

保険行政に対する侵害の程度等について、総合的に考慮して量定する旨を定

めている。 

審査請求人は、本件懲戒処分の量定を業務停止３か月としたことは重きに

失すると主張するが、本件判決が宣告した罰金５０万円は、名誉毀損罪の法定

刑としては罰金刑の最高額である（刑法（明治４０年法律第４５号）２３０条

１項）。本件判決の理由からも明らかなとおり、審査請求人が犯した名誉毀損

行為は違法性が高いものであったということができる。 

また、審査請求人は、本件懲戒処分の量定が他の懲戒処分事例と比較して

も著しく重く、裁量権を逸脱すると主張するが、審査請求人が指摘する他の懲

戒処分事例は、名誉毀損罪よりも法定刑が軽い犯罪に関する事例や故意犯であ

る名誉毀損罪よりも責任非難の程度が格段に低い過失犯に関する事例である。 

３ 以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきである。 

なお、審理員意見書も、以上と同旨の理由を述べた上で、本件審査請求は

理由がないから棄却すべきであるとしている。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

本件審査請求から本件諮問に至るまでの一連の手続について、特段違法又

は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件懲戒処分の違法性又は不当性について 

⑴ 審査請求人は、本件懲戒処分は社労士法２５条の３の解釈適用を誤った

ものであり、また、その量定には裁量権を逸脱した違法があると主張して

いる。 

⑵ 社労士法２５条の３の懲戒事由該当性について 

  社労士法は、「社会保険労務士の制度を定めて、その業務の適正を図り、

もって労働及び社会保険に関する法令の円滑な実施に寄与するとともに、

事業の健全な発達と労働者等の福祉の向上に資すること」を目的とし（１

条）、社会保険労務士の職責として、「常に品位を保持し、業務に関する
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法令及び実務に精通して、公正な立場で、誠実にその業務を行わなければ

ならない。」と規定している（１条の２）。こうした社労士法の目的及び

社会保険労務士の職責に鑑み、社労士法は、「社会保険労務士は、社会保

険労務士の信用又は品位を害するような行為をしてはならない。」と規定

して、社会保険労務士による信用失墜行為を禁止している（１６条）。 

  そうすると、社会保険労務士である審査請求人が本件名誉毀損事件につ

いて罰金５０万円に処するとの本件判決を受け、本件判決が確定したこと

は、社労士法１６条が禁止する信用失墜行為をしたときに該当し、社労士

法２５条の３に規定する「この法律・・・の規定に違反したとき」及び

「社会保険労務士たるにふさわしくない重大な非行があったとき」に該当

するということができるから、審査請求人に社労士法２５条の３の懲戒事

由があるとした処分庁の判断は、妥当である。 

  なお、審査請求人は、本件名誉毀損事件は私人間の紛争であり、社会保

険労務士としての業務に関するものではないから、本件名誉毀損事件につ

いて本件判決がされて確定しても、懲戒処分を受けるいわれはないと主張

する。しかし、社労士法１６条の信用失墜行為及び社労士法２５条の３の

「重大な非行」は、その文理上、社会保険労務士の業務に係るものに限定

されてはいないし、上記の社労士法の目的及び社会保険労務士の職責を踏

まえるならば、社会保険労務士の業務に係るものに限定されないと解する

のが相当であるから、審査請求人の上記主張は失当である。 

  また、審査請求人は、本件審査請求の理由を補充するとして提出した令

和元年１１月２０日付け主張書面（以下「補充書面」という。）において、

本件名誉毀損事件におけるブログへの文章の掲載は専ら公益を図る目的で

行ったものであり、違法性阻却事由が認められると主張する。審査請求人

は、本件名誉毀損事件でも、同様の主張をしている（本件判決の判決書の

「量刑の理由」参照）が、本件判決は、審査請求人がブログに文章を掲載

した目的は、「紛争の相手方である被害者に対する敵意から被害者を非難

するためであったと認められるから、・・・その目的が専ら公益を図るこ

とにあったとは到底いえない。」と判示している。審査請求人の上記主張

は失当である。 

  さらに、審査請求人は、補充書面において、（ア）労働局職員が審査請

求人に対して行った事実調査には適正手続違反（調査の目的の説明及び事

前の告知がなく、弁明及び防御の機会を与えなかったこと）があるほか、
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その報告書の内容は事実をわい曲したもので虚偽であると主張するととも

に、（イ）聴聞調書及び聴聞報告書に審査請求人が陳述した意見の詳細が

記載されていないとも主張して、本件懲戒処分の手続には違法があるとし、

このような違法な手続で懲戒事由の存否を判断することは許されないと主

張する。しかし、労働局職員による事実調査は、行政手続法（平成５年法

律第８８号）が定めている法定の手続ではなく、行政庁が聴聞手続を開始

するに先立って行っている内部的な準備手続であると考えられるところ、

本件で労働局職員が行った事実調査の報告書が本件の聴聞手続において証

拠資料とされた形跡はなく（聴聞調書の「１０. 証拠書類等の標目」参

照）、当該事実調査が本件懲戒処分の判断に影響を及ぼしたとは考えられ

ない（行政庁が不利益処分の決定をするときに参酌しなければならないと

されているのは、聴聞調書の内容と聴聞報告書に記載された聴聞の主宰者

の意見である（同法２６条）。）から、審査請求人が上記（ア）で主張す

る点は、仮に、そうであったとしても、本件懲戒処分の手続を違法ならし

めるものではない。また、聴聞調書は、「聴聞の審理の経過」を記載する

もので、特に、不利益処分の原因となる事実に対する当事者等の陳述の

「要旨」を明らかにするもの（同法２４条１項）であり、聴聞報告書は、

不利益処分の原因となる事実に対する当事者等の主張に理由があるかどう

かについての聴聞の主宰者の「意見」を記載するもの（同条３項）であっ

て、いずれも聴聞対象者が陳述した意見の詳細まで記載することは求めら

れていないから、審査請求人が上記（イ）で主張する点は、仮に、そうで

あったとしても、本件懲戒処分を違法ならしめるものではない。したがっ

て、本件懲戒手続の違法をいう審査請求人の上記主張は失当である。 

⑶ 本件懲戒処分の量定について 

処分庁は、社会保険労務士の懲戒処分に係る内部基準として、「社会保

険労務士の懲戒処分に係る量定の基準」（本件量定基準）を定めている

（上記第２の２）ところ、それによると、「懲戒処分の量定については、

別表を基準として、次の事項に関する情状を総合的に考慮し決定する。」

とし、「次の事項」として、「①社会保険労務士制度に対する信用失墜の

程度、②円滑な労働・社会保険行政に対する侵害の程度、③不正行為等の

規模、④不正行為等の抑止効果、⑤刑事処分との比較、⑥過去の量定との

均衡、⑦その他の情状（自首・自戒があること、被害が回復していること、

動機に同情の余地があることなど）」を掲げている。そして、「別表」中
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の社労士法２５条の３の懲戒処分に係る「懲戒事由」欄及び「量定の基準」

欄をみると、懲戒事由が「社労士たるにふさわしくない重大な非行があっ

たとき」については、「①罰金以下の刑に処せられた場合」、「②依頼者

に対する背信行為」の場合及び「③その他社会保険労務士の信用又は品位

を害する行為」の場合の三つに分けた上で、①と③の場合には、量定の基

準として、「１年の業務停止」、「ただし、情状酌量により、１ヶ月の業

務停止又は戒告まで減量する。」と規定している。 

そうすると、審査請求人が罰金刑に処せられた本件では、処分庁は、上

記①の場合の量刑の基準に従い、「１年の業務停止」をどこまで減ずるこ

とができるかについて、上記の「次の事項」として掲げられている情状を

総合的に考慮して、３か月の業務停止にまで減じたものと考えられる。そ

して、その際には、本件判決が量刑の理由で指摘した諸事情（被告人の行

為は、被害者の名誉を広範囲にわたって著しく低下させる危険性の高いも

のであること、被告人が自己のブログに被害者に関する文章を掲載した目

的は、被害者に対する敵意から被害者を非難するためであったと認められ

ること、被告人は、本件以前にも被害者の名誉を毀損する内容等の文章を

インターネット上に掲載したことにより、裁判所から、複数回にわたって

不法行為に基づく損害賠償等を命じられており、自己の行為が違法である

ことを自覚する機会が再三あったにもかかわらず、その司法判断を省みる

ことなく、自己の一方的な見解にのみ依拠して本件犯行に及んだというべ

きであるから、被告人に対する非難の程度は高いこと、これらの事情に照

らすと、被告人に対しては、懲役刑の選択も検討しなければならないが、

本件犯行により被害者の社会的評価が具体的に低下した事実が証拠上認め

られないことに加え、被害者の精神的苦痛が相応にあったことは認められ

るものの、その経過に照らして、その精神的苦痛を殊更重視すべきではな

いことからすると、結果が大きいとまではいえないこと、本件に係る被告

人に対する報道等により、被告人は、その職業に照らして最も重要という

べき社会における信頼を失い、社会的制裁を受けたと評価することができ

ることを踏まえると、被告人に対して失格処分に直結する懲役刑を選択す

るのはやや重すぎるといえること、そこで、被告人に対して罰金刑の最高

額である罰金５０万円の刑を科するのが相当であるとされたこと）が考慮

されたと考えられるから、本件懲戒処分の量定に裁量権の逸脱、濫用があ

ったとは認められない。 
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なお、審査請求人は、本件懲戒処分の量定が他の懲戒処分事例と比較し

ても著しく重く、裁量権を逸脱すると主張する。審査請求人が指摘する他

の懲戒処分事例は、本件懲戒処分とは事案を異にしており、単純に比較す

ることは相当でないが、事案の相違を踏まえた上で比較しても、本件懲戒

処分の量定が著しく重いものとは認められないから、審査請求人の上記主

張は失当である。 

また、審査請求人は、補充書面において、（ア）自らの社会保険労務士

としての現在の業務状況（多数の会社と顧問契約をしていること、受任中

の三つの事件を抱えていること）を説明した上で、本件懲戒処分により、

審査請求人だけでなく、多数の顧問先会社や事件の依頼者が重大な損害を

受けることになるから、本件懲戒処分は重きに失すると主張するとともに、

（イ）本件懲戒処分が公告されたことにより、審査請求人が懲戒処分を受

けたことが不特定多数の第三者に知られ、金銭的な補償では回復すること

ができない損害を受けているとも主張する。しかし、社会保険労務士が業

務の停止処分を受けた場合には、その者の業務に何らかの影響が生ずるこ

とは必然のことであって、本件では、その点も考慮の上で、業務の停止期

間が３か月に減じられたものと考えられるから、審査請求人の上記（ア）

の主張は失当である。また、懲戒処分の公告は、特定の社会保険労務士が

懲戒処分を受けたことを広く国民に知らせることによって、社会保険労務

士制度を利用しようとする国民が不利益や損害を受けることがないように

するためのものであるから、本件懲戒処分の公告により審査請求人が懲戒

処分を受けたことが不特定多数の第三者に知られたことは、本件懲戒処分

が重すぎることの理由にはならないというべきであり、審査請求人の上記

（イ）の主張も失当である。 

⑷ したがって、審査請求人の主張はいずれも理由がなく、本件懲戒処分に

違法又は不当な点は認められない。 

３ まとめ 

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 

委   員   原           優 
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委   員   中 山   ひ と み 

委   員   野 口   貴 公 美 

 


